
尼崎市では、自然災害や事故、感染症やサイバー攻撃などの緊急事態に対し、被害を最小限にとどめ、
事業を継続、早期復旧させるためのBCP（事業継続計画）策定を支援します。

平常時からの備えが、非常時も企業活動を支え、従業員の安全・安心、業務効率や競争力の維持・強
化とともに、取引先や投資家からの信用と評価を高めます！

■対 象 者 市内に事業所を有する中小企業者

来るべき災害リスクに備え、事業継続力を強化！！

■補助対象期間 令和５年４月１日～令和６年２月２９日
※上記期間中に事業着手から事業完了（補助対象経費の

支払を含む）までのすべての手続きの完了が必要

■補 助 上 限 額 ５０万円 ※１事業者につき1回限り

■補助対象経費 消耗品費・通信運搬費・交通費・委託費・謝礼金
※BCP策定に係るもので経費明細が確認できる領収書等
の提出が必要

■補助対象BCP

お問合せ先 公益財団法人 尼崎地域産業活性化機構 事業課

TEL 06-6488-9565

１. 市内事業所のために策定するBCPであること
２. 指定の機関が発行するBCP関連資格を有する者

が作成するBCPであること
３. 指定の要件が全て含まれているBCPであること

詳細については
尼崎市ホームページ

「中小企業BCP策定支援補助金」
のページをご確認ください

地震 水害 火事 感染症 サイバー攻撃

尼崎市受託事業

■補 助 割 合 補助対象経費（税抜）の2/3以内

■事務手続フロー 裏面のとおり

■補助申請受付期間 令和５年４月１日～令和６年１月３１日（水）



□

□

□ 書類に不備や疑義がある場合は審査に時間を要する場合があります

□ 交付申請書に記載の住所に送付します

□ 交付決定を受けた後に事業内容を変更する場合は変更申請が必要です

□ 補助金交付が不適当と判断された場合は、不交付決定通知書が交付されます

□

□

□

□

□

□ 書類に不備や疑義がある場合は審査に時間を要する場合があります

□ BCP策定に要した経費（補助対象経費）が、③で交付決定した額を下回った場合

補助金交付確定額は実際に要した金額となります

□

□

□

請求書の提出期限は令和６年３月２９日（金）までです

振込先金融機関名や口座番号等が確認できる通帳等の写しを添付してください

入金の通知は行いませんので、通帳等を記帳のうえご確認ください

⑨ 補助金交付 　提出書類を審査し、指定の口座に補助金を振り込みます

　交付決定通知書を送付

　BCP策定着手（委託契約の締結等）～完了（成果物受領、補助対象経費支払完了）

　必要書類を添えて（公財）尼崎地域産業活性化機構まで提出

⑥ 審査 　提出された報告書類を審査し、補助金交付の是非及び補助金額を確定します

③ 交付決定

④ 事業着手～完了

⑧ 補助金請求

⑤ 実績報告 　必要書類を添えて（公財）尼崎地域産業活性化機構まで提出

補助金の交付を受けるためには、令和６年２月２９日（木）までに補助対象事業

（補助対象経費の支払いを含む）を完了させることが必要です

⑦ 交付確定 　交付確定通知書（〇万円補助することが確定した旨の通知）を送付

事業完了した後は、速やかに実績報告手続を行い、補助金交付確定審査を受け

① 交付申請

② 審査（申請）

　事業に着手する２週間前までに、必要書類を添えて（公財）尼崎地域産業活性化機構
　まで提出

補助金交付申請書類の受付期限は令和６年１月３１日（水）までです

事業の着手は「➂交付決定」後になります。交付決定前に事業に着手した場合は、

補助対象外になりますので注意してください

　提出された申請書類を審査し、補助対象かどうかを判断します

情報に関する部分は、マスキング処理または空白のままで提出してください。

ＢＣＰ（写し）の提出においては、従業員等の個人情報や取引先企業名等の内部

領収書などの補助対象経費の支払完了が確認できる書類等の写しが必要です

てください

外部専門家等に業務委託した場合（収支予算書及び決算書に委託費を計上）は、

併せて業務委託契約書の写しを提出してください。


